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日本では信教の自由が保障されており、全ての人が宗

教活動を行うことができます。実際、宗教法人の数は

178,921となっており、非常に多くの法人が存在して

います(2023年12月31日時点)。 一方で、法人化をせず

に宗教団体として宗教活動を行っている団体もあります。

今回は、その宗教団体が法人化をするメリットとその具

体的な手続について解説します。

宗教法人化するメリット

1.税制上の優遇を享受できる

お布施、寄付金、会費のような宗教活動による収入は、

法人税において、非課税となります。また、宗教儀式を

行うための土地や建物にかかわる固定資産税は非課税と

なる等、税制上において優遇されることとなります。た

だし、駐車場経営や不動産賃貸、物品販売といった収益

事業に該当する事業の収入については、課税の対象とな

るため、注意が必要です。

2.法人格の取得により財産管理をしやすくなる

土地や建物などの財産を代表者個人から法人の名義で所

有することになります。これにより、代表者が亡くなっ

た場合においても、相続の対象とはならないため、法人

の財産を永続的に継承していくことが可能となります。

また、宗教法人が、宗教活動を目的として、土地や建物

を取得し、登記を行う場合、登録免許税が非課税となり

ます。そのためには、都道府県への申請手続を行うこと

が必要です。一定の要件を満たすことが前提となるので、

事前によく確認することが肝心です。

3.社会的信用の獲得

宗教法人化をした場合、国や地方公共団体から認証を受

けた公的な存在となり、社会的な信用度の向上が期待で

きます。そのため、地域社会との連携を進めやすくなり、

宗教活動を行いやすくなります。

宗教法人の設立の前提

宗教法人の設立にあたり、約3年程度の活動実績があるこ

とが大前提となります。具体的には、以下の活動を継続的

に行い、その活動の証拠書類を保管する必要があります。

活動内容 証拠書類

教義を広める活動をして
いること

布教活動の日時、内容の
記録

儀式行事を行っていること 儀式行事の日時の記録や
写真

信者を教化、育成している
こと

信者の教化、育成の実施
記録

また、信者が集まる場所として礼拝施設を所有している

か、あるいは、設立後に法人へ確実に寄付されることが

求められます。

特  集

宗教法人設立のメリットは？
設立手続の流れについても解説！
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具体的な設立の手続

1.規則の作成

宗教法人の基本的なルールである「規則」を作成します。

これは、株式会社における定款に該当し、設立手続にお

いて重要な書類となります。この書類には、名称、事務

所の所在地、代表役員の氏名等の所定の事項を記載する

ことになります。

2.設立発起人会

設立の発起人を集め、設立発起人会を開催します。この

時の発起人は、将来の代表役員、責任役員で構成されま

す。この会にて、作成した規則案の決定、所轄庁への認

証申請手続の権限付与等がなされ、また、正式に代表役

員と責任役員が選出されます。この際、設立発起人会で

決定した事項を議事録に記載する必要があります。

役職 職務内容 人数 選任要件

代表役員
宗教法人の

代表となる者
1名

責任役員の中
から1名選ぶ

責任役員

規則に定めら
れた範囲内で、
宗教法人の意
思決定を行う

3名
以上

要件なし

3.公告

信者やその他利害関係人に作成した規則の内容を示した

うえで、宗教法人を設立する旨を公告する必要がありま

す。この公告は、所轄庁へ認証申請を行う少なくとも1ヶ

月前に行います。

4.所轄庁への規則の認証申請

作成した規則を所轄庁へ認証申請を行います。この際、

所轄庁は異なるケースがあるので、注意が必要です。

1つの都道府県で宗教活動を
行っている場合

主たる事務所の所在
地を管轄する都道府
県の都道府県知事

2つ以上の都道府県で宗教活動を
行っている場合 文部科学大臣

所轄庁への認証が完了すると、認証書が交付されます。

ただし、規則の認証には約3ヶ月の時間を要しますので、

計画的に行うことが肝心です。

5.設立登記

所轄庁への認証が済んだら、宗教法人の設立登記を法務

局にて行います。その際、所轄庁から交付された認証書

の謄本、規則が必要となります。法務局での設立登記が

完了すると、全部事項証明書の謄本を取得することがで

きます。

6.設立登記完了届出の提出

法務局から取得した全部事項証明書の謄本を所轄庁（都

道府県あるいは文部科学省）に設立登記完了の届出書を

提出します。これにより、宗教法人の設立の手続が完了

となります。

引用：【文化庁】宗教法人の設立手続
（https://www.bunka.go.jp/seisaku/shukyohojin/tetsuzuki.html）

おわりに
辻・本郷税理士法人には、公益法人を専門とする部署が

あります。公益法人部では、財団法人、社団法人、学校

法人の他に、宗教法人についても専門性の高いスタッフ

が在籍しております。宗教法人を設立したい方、あるい

は、設立を検討している方は、お気軽にお問い合わせく

ださい。

参考サイト

【国税庁】「令和7年版　宗教法人の税務」
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/r07_shukyo.pdf

【文化庁】「宗教法人のための運営ガイドブック」（令和5年11月発行）
https://www.bunka.go.jp/seisaku/shukyohojin/kanri/index.html

【東京都生活文化局】「備付け書類等」
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seikatubunka/tebiki_sonaetsuke

【文部科学省】「宗教統計調査」
https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa07/shuukyou/1262852.htm

【文化庁】「宗教法人の設立手続」
https://www.bunka.go.jp/seisaku/shukyohojin/tetsuzuki.html
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